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第１章 長崎県における食品の安全・安心確保基本指針に基づく

施策の実施スケジュールの位置づけ・性格

近年、経済並びに科学技術の発展に伴い食品の流通の広域化や国際化が進

展するなど、我々の食生活を取り巻く環境は大きく変化してきています。

そこで、県民が安心できる食生活を推進するため、食品関係者、行政、消

費者各々が責務や役割を明らかにし、食品の生産から消費に至るまでの総合

的な安全確保を目的として平成１５年２月に「長崎県における食品の安全・

安心確保基本指針 （以下「基本指針」という ）を策定したところです。」 。

本スケジュールは「基本指針」に沿った取り組みを総合的・計画的に推進

していくため、平成１５年度から１９年度の５か年間に実施する取り組みの

具体的な実施スケジュールについて記載しています。今後、このスケジュー

ルを関係各部局の緊密な連携のもと確実に実行し、県民が安心できる食環境

を構築するよう努めていきます。

なお、食品の安全・安心確保実施スケジュールについては 「長崎県食品安、

全安心推進本部」が各種施策の進捗状況を把握し、進行管理を行い、新たな

事業の展開に対応させるため、実施スケジュールを年度毎に改訂していきま

す。さらに 「長崎県食品安全・安心委員会」へ進捗状況について報告し、意、

見を求めるものとします。

また、安全で安心な農林水産物を安定的に生産し供給するため、県産農林

水産物の安全・安心に係る関係者の責務や役割を明らかにするとともに、生

産段階での安全性を確保するため規制措置等を盛り込んだ「人と環境にやさ

しい長崎県農林漁業推進条例」を平成１５年１２月に制定し、農林水産物の

安全・安心確保を推進することとしています。

第２章 長崎県における食品の安全・安心確保基本指針の概要

１ 基本指針策定の考え方

県民を取り巻く食生活の環境は質的、量的に豊かになっていますが、ＢＳ

Ｅ（牛海綿状脳症）の発生、輸入農作物の残留農薬問題、健康食品による健

康被害や産地の偽装表示問題など、食品に対する消費者の信頼を揺るがすよ

うな事態が発生し、県民の食品の安全性への関心が非常に高まっています。

このような状況をふまえ、食品の生産、流通、消費に携わる一人ひとりが

その責務の重要性を再認識し、関係者との連携を図りながら自主衛生管理の

向上など安全・安心な食品の提供に取り組むことが必要であり、行政として

も、生産から加工、流通、消費に至る幅広い視点に立った総合的な安全確保

対策が一層重要となっています。
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２ 基本指針の役割

指針は、長崎県が実施する食品の安全・安心に関する各種施策の方向性を

示し、県民が安心して暮らせる食生活を確保します。

３ 責務及び役割

( )行政の責務1

県民の健康保護を図るため、食品の安全・安心の確保に関する施策を 策

定実施する責務があります。

( )生産者、製造・加工業者、流通販売業者の責務2

食品の安全を確保するうえで、最も重要な責任者であることを自覚し、

安全な食品を提供するとともに必要な情報を正確かつ迅速に提供する責務

があります。

( )消費者の役割3

消費者自らが情報収集し、広い視野に立って合理的に判断し、消費者全

体の利益のために主体的に行動する役割があります。

４ 基本指針の体系

長崎県の食品の安全・安心を確保する柱として、

１ 安全な農産物・水産物の安定供給

２ 安全な食品の提供

３ 消費段階における食の安全性確保の普及・啓発

４ 県産食品の安全確保

５ 調査・研究及び試験検査

６ 支援・連携

７ 人材育成と衛生管理技術の向上

８ 情報の収集・提供

。 、 。があります この８本の柱を基にして 食の安全・安心の確保を図ります
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長崎県における食品の安全・安心確保基本指針の体系

Ⅰ 安全な農産物・水産 １生産段階における安全確保 ①農薬の適正使用の徹底

物の安定供給

②抗菌性物質を含む飼料、動物用医薬品等の適正使用

③自主管理体制の推進

Ⅱ 安全な食品の提供 １製造・加工・調理段階にお ①監視体制の強化

ける安全確保

②食肉検査体制の強化

③適正な表示の徹底

④自主管理体制の推進

２流通・販売段階における ①監視指導体制の強化

安全確保

②輸入食品の安全対策の強化

③食品表示に係る指導及び監視体制の強化

④自主管理体制の推進

３食中毒等の防止 ①食中毒予防対策の強化

Ⅲ 消費段階における食 ①健康に配慮した食生活に関する指導・啓発

の安全確保の普及・啓発

Ⅳ 県産食品の安全確保 ①県産食品の安全・安心の確保

②安全な県産食品の推奨

Ⅴ 調査・研究及び試験 ①食品の安全管理に関する調査・研究の推進

検査

②試験検査体制の強化

Ⅵ 支援・連携 ①自主管理体制の推進

②技術的支援

③環境にやさしい農林水産物生産方式の推進

④地域で活動する組織や団体との連携強化

⑤学校教育との連携

⑥都道府県・市町村との連携

⑦国への働きかけ

Ⅶ 人材育成と衛生管理技術の向上 ①関係各部の担当者の育成強化と連携

②生産関係、食品関係者の育成指導

③各部局の関係団体に属する指導員等の育成指導

Ⅷ 情報の収集・提供 ①正確な情報の公開

②県民ニーズの的確な把握
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第３章 長崎県における食品の安全・安心確保基本指針に基づく

施策の実施スケジュール（主要な施策）

Ⅰ 安全な農産物・水産物の安定供給

１ 農畜産物の安全確保

(農産園芸課)① 農薬残留検査

収穫直前の農産物を対象に農薬残留検査を行い、農薬適正使用を確認します。●

(農産園芸課)② 自主検査体制の推進

農協等出荷団体が行う出荷前農産物を対象とした自主検査を推進します。●

農協等出荷団体が行う自主検査体制整備を支援します。●

(農産園芸課)③ 農薬残留検査技術の開発

迅速かつ簡易な農薬残留検査技術を開発します。●

(Ⅴ 調査・研究及び試験検査１２ページに再掲)．

(農産園芸課)④ 農薬残留分析技術者の養成研修

農薬残留分析技術者の養成研修を実施し、その後も技術指導を行います。●

(農産園芸課)⑤ 栽培履歴記帳の徹底

、 。●農作物の栽培履歴の記帳を推進し 同時に農薬使用に関する指導を強化します

(畜産課)⑥ 動物用医薬品等の適正使用指導

動物用医薬品等の適正使用についての指導を強化します。●

畜産農家の飼料給与及び動物用医薬品等の使用履歴の記帳指導を強化します。●

表－１ 農畜産物の安全確保(目標年度・目標値)

14年度実績 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

－ 300 300 300 300 300県実施
農薬残留検査(件数)

－ － 300 600 1,200 1,800農協実施

自主検査体制の推進（農協数・累計） － 1 2 4 6 7

農薬残留検査技術の開発（作目数） － 8 8 8 ‐ ‐

農薬残留検査技術者の養成研修(人) － 2 2 2 2 2

エコファーマーに対する栽培履歴記帳 － － 500 1,000 1,500 2,000
の推進 (農家数累計)

動物用医薬品等の適正使用指導農協数 19 19 19 19 19
(件数)
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２ 水産物の安全確保

水産振興課)① 水産用医薬品等の残留検査 (

養殖水産物を対象に水産用医薬品等の残留検査を実施します。●

(水産振興課)② 水産用医薬品等の適正使用指導

水産用医薬品等の適正使用及び養殖魚適正管理のための巡回指導を行います。●

特に船舶を用いて海上での巡回活動を行うなど指導を強化します。

(水産振興課)③ 養殖魚の生産履歴記帳の推進

養殖過程で投与した飼餌料及び水産用医薬品等の使用履歴の記帳指導を強化し●

ます。

(科学技術振興課)④ 養殖魚等の履歴表示システムの開発

養殖魚等の生産・流通履歴を明確にするため タグを利用した履歴表示システ● IC

(Ⅴ 調査・研究及び試験検査１２ページに再掲)ムを開発します。 ．

表－２水産物の安全確保(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

水産用医薬品等の残留検査(件数) － － １００ １００ １００ １００

水産用医薬品等の適正使用 － － ５８ ５８ ５８ ５８

(巡回指導漁協数)
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迅速残留農薬分析法の開発のイメージ

養殖魚履歴システムのイメージ

高 速 溶 媒 抽 出 装 置 G P C + G C -M S

迅 速 分 析 法 （農 試 開 発 ）

農
作
物
等
の
試
料

分
析
結
果

高 速 溶 媒 抽 出 装 置
G P C付
G C -M S

２時 間 程 度

抽出 転 溶 C C G C

１週 間 ～ １０日 程 度

従 来 法

迅 速 残 留 農 薬 分 析 法 の 開 発

農 作 物 の 安 全 性 を確 認 す る

短 時 間 に か つ 多 成 分 の 農 薬 を

迅 速 農 薬 分 析 法迅 速 農 薬 分 析 法

特 徴

・分 析 時間が短い。

（１検 体 当 た り２時 間 以 内 ）

・一 度 に 多 成 分 が 分 析 でき
る。

（１検体当 た り２０農 薬 以 上 ：
１００農 薬 目 標 ）

養殖魚履歴表示システム開発 概念図

生産者サイド 販売店 消費者

ID管理センター（インターネット）

生産
情報

生産
情報

生産
情報

生産
情報

ID番号登録

装着機

ICタグ

入力

読みとり機

ID番号認識

ICタグ

生 産

情 報

サーバー
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Ⅱ 安全な食品の提供

１ 製造・加工・調理段階における安全確保

(生活衛生課)① ＨＡＣＣＰ(ハサップ)手法による衛生管理の指導推進

ＨＡＣＣＰ手法による衛生管理の指導推進を図るため、県産食品製造施設（め●

ん類製造施設、魚介類加工施設 、集団給食施設等の大量調理施設のモデルプラ）

ンを作成します。

営業者の自主衛生管理の強化を推進し、県産食品及び集団給食施設の安全確保●

を図ります。

(生活衛生課)② 製造・加工・販売施設の監視指導

長崎県食品衛生監視指導計画に基づき、食品製造施設・調理施設については高●

度な科学的知見に基づく計画的・効果的な監視指導を図ります。

大規模施設等へ、県央保健所の監視指導班による広域的かつ専門的な監視指導●

を図ります。

衛生指導計画により、鶏卵、乳・乳製品の関連施設等に対して監視指導を図り●

ます。

増大する輸入食品に対して、国と連携を図りながら県独自計画を立て、効果的●

監視指導の強化を図ります。

食品衛生月間、夏季・年末食品取締期間において、重点的な監視指導の強化を●
図ります。
食中毒多発時期における 「食中毒注意報」での注意啓発を図ります。● 、

(生活衛生課)③ 食肉の安全・安心確保

(Ⅴ．調査・研究及び試験検査１３ページに再掲)●食肉衛生検査分析データ提供

(Ⅴ．調査・研究及び試験検査１３ページに再掲)●食肉衛生検査・検証推進

(生活衛生課)④ 自主検査の充実

製造・加工・調理業者が実施している自主検査をより充実させます。●

表－３ 製造・加工・調理段階における安全確保(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

ＨＡＣＣＰ モデルプラン作成 － － － －集団給食施設 めん類製造施設

魚介類加工施設手法による

衛生管理の

10 20 30 40 50指導推進 適応施設数(累計) －

7,409 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000製造・加工施設の

製造・加工 監視(件数)

・販売施設

12,923 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000の監視指導 流通施設の監視

(件数)

6,666 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300自主検査の充実 (件数)
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２ 流通・販売段階における安全確保

(生活衛生課)① 食品検査の強化

県内産、県外産及び輸入した農畜水産物(加工食品を含む)の残留農薬、動物用●

医薬品等の検査の強化を図ります。

(薬務行政室)② 無承認無許可医薬品のおそれのある健康食品等の指導強化

消費者の健康被害等を未然に防止するため、無承認無許可医薬品のおそれのあ●

る健康食品等の成分検査を実施します。

薬局、医薬品販売業者を対象に無承認無許可医薬品のおそれのある健康食品相●

談マニュアルを作成します。

健康食品販売関係者や消費者を対象とした講習会等で無承認無許可医薬品のお●

それのある健康食品に関する知識の普及を行います。

表－４ 流通・販売段階における安全確保(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

1,733 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800食品検査 微生物検査(件数)

461 503 500 500 500 500の強化 理化学検査(件数)

無承認無許可医薬品のおそれがある － － －20 20 20

健康食品の成分検査(件数)

健康食品販売業者や消費者を対象と － － －1,000 1,000 1,000

する講習会等の参加者(人)
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Ⅲ 消費段階における食の安全確保の普及・啓発

(県民生活課)① 食品安全・安心講座

安全で品質のよい商品を選択する知識を養うため、加工食品、食品添加物の表●

示、栄養表示等について「食品安全・安心講座」を開催します。

(農政課)② 消費者と生産者の交流会

「ながさき農産物」の安全・安心を消費者に伝えるため、生産現場視察や交流●

会など、消費者と生産者との交流を進めます。

(農政課)③ 地産地消

地産地消推進を各地で波及・展開する核となる人材(地産地消サポーター)を育●

成します。

地産地消を推進するため、消費者等グループが実施する直売関係農家等との交●

流会や収穫体験ツアー等を支援します。

(食品安全推進室)④ 食品表示適正化の推進

食品ウォッチャー、食品１１０番の設置により、広く県民から食品に関する情●

報を収集し、食品表示の適正化を推進します。

食品表示適正化セミナーを開催します。●

表－５ 消費段階における食の安全確保の普及・啓発(目標年度・目標値)

14年度実績 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

食品安全・安心講座開催(回数) 15 15 15 15 15 15

消費者と生産者の交流会(回数) 4 4 4 4 4 4

地産地消サポーター(人)（累計） ‐ 500 800 1,000 ‐ ‐

県内農産物を積極的に利用する消費者 5 5 5 5 5

グループへの支援（支援団体数）

食品表示の改善(件数) 38 300 500 500 － －

食品表示適正化セミナー開催(回数) － 14 18 18 － －
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Ⅳ 県産食品の安全確保

１ トレーサビリティシステムの構築

畜産課)① 牛肉のトレーサビリティ (

「個体識別番号」を印字した耳標を全頭に装着するよう、牛飼養農家に対し指●

導を徹底します。

牛飼養農家の飼料給与及び動物用医薬品等の記録指導を強化します。●

平成１６年１２月から県内全店舗で牛肉の生産履歴が確認できるよう推進しま●

す。

農産園芸課)② 農産物のトレーサビリティ (

みかん、いちご等の生産集団を対象に生産段階のトレーサビリティシステムの●

導入を支援し、モデル集団を育成します。

水産振興課)③ 水産物のトレーサビリティ (

本県優良水産加工品である平成 長崎俵物」のトレーサビリティシステムの開発・● 「

導入を推進します。

科学技術振興課)④ 養殖魚等の履歴表示システムの開発 (

タグ利用の養殖魚等履歴表示システムの開発を推進します。● IC

(Ⅴ．調査・研究及び試験検査１２ページに再掲)

表－６ トレーサビリティシステムの構築(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

牛
肉 １００ １００ １００ １００ １００ １００耳標装着率(%)

の
ビ ト

－ －リ レ
テ ｜ １００ １００ １００ １００店頭表示率(%)

ィ サ

農産物のトレーサビリティ

システム導入生産集団 － １ ２ ４ ６ ７

(団体数・累計)

水産加工品のトレーサビリ

ティシステム導入 － １ ２ ７ － －

(品目数)
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(水産部、農林部)２ 各種認証制度の推進

① エコファーマーの認定

土づくりと化学肥料・農薬の低減を一体的に行い、環境にやさしい農業生産方●

式を実践する農業者（エコファーマー）を認定します。

(Ⅵ 支援・連携１４ページに再掲)

② 長崎県特別栽培農産物の認証

農薬、化学肥料の使用を通常の 以下に抑え栽培された農産物を「長崎県特別● 1/2

栽培農産物」として認証します。

農協等の部会でエコファーマーの認定を受けた集団に対し 「長崎県特別栽培農● 、

産物」として確立するための新技術の導入や実証など支援を行います

(Ⅵ 支援・連携１４ページに再掲)

③ 長崎県特別栽培農産物の信頼性確保

「長崎県特別栽培農産物」に認証した作物の出荷時の残留農薬の標本調査を行●

い、認証制度の信頼性を確認します。

「長崎県特別栽培農産物」の認知度向上、販売促進のための支援を行います。●

④ 適正養殖の認証

適正養殖基準を定め、これを遵守している養殖業者に対して確認証を発行する●

制度を構築し、安全・安心な養殖水産物の供給を推進します。

表－７ 各種認証制度の推進(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

エコファーマー認定者数（人） １，２１６ １，５００ １，６００ １，７００ １，９００ ２，０００
※１

「長崎県特別栽培農産物」認証数 １６ １６ ６６ １１６ １６６ ２１６

(件数・累計）

長崎県特別栽培農産物の農薬残留検査 － ４ １０ １０ １０ １０

(件数）

各魚種毎の確認証発行養殖業者の割合(%) － － ２０ ４０ ６０ ８０

エコファーマー認定者数平成22年度 2,200人
※１
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(物産流通振興課)３ 県産農水産物のブランド化

民間の知識を活用し一定の基準を設け、戦略商品を選定し、本県産農水産物の生

産から販売までをブランディングという視点からプロデュースし、戦略商品のブラ

、 「 」 、ンディングを通じて 消費者に対し ながさき＝いい商品 と言うことを意識づけ

「ながさき」そのもののブランド化を目指すとともに地域全体へ波及させます。

なお、売り込みに当たっては、高品質、安全・安心な農水産物を基本として推進

を図ります。

① 戦略商品販売促進

県産農水産物の中から戦略商品を選定し、販売額の増加を図ります。

② 産直鮮魚の販売促進

大消費地での認知度向上と販路の確立を図るため、首都圏での産直鮮魚の販売

を促進します。

③ 食材キャンペーンの実施

長崎ブランドの確立を図るとともに大消費地での認知度向上を図るため、首都

圏等で食材キャンペーンを実施します。

④ 本県食材のＰＲ

優れた本県食材の地産地消運動の一環及び、県外観光客へのＰＲの一つの方法●

として本県食材を活用したホテル等の定着を図ります。

優れた本県食材を地元県民にも知ってもらうため、地産地消運動の一環として●

県内で食材ＰＲ市場を開催します。

表－８ 県産農水産物のブランド化(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

主要農水産物販売額 (億円)
(目標値は選定後に設定) (選定)

産直鮮魚販売額 (億円) ５.5 ６ ７ ７.5 ８ ８.5

食材ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ推進契約額 (万円) 817 850 900 950 1,000 1,000

本県食材活用特別メニューのホテ 207 207 250 270 290 310
ル等定着数 (件数)

本県食材ＰＲ市場販売額(万円) ０ ０ 500 500 500 500
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Ⅴ 調査・研究及び試験検査

１ 農産物の生産段階における調査・研究

科学技術振興課)① アスパラガスの防除技術の開発 (

アスパラガス重要病害虫の生態を解明し、環境改善や天敵利用など、薬剤だけ●

に頼らない効率的防除技術を確立します。

科学技術振興課)② 温州みかんの病害虫管理技術の開発 (

温州みかんにおける生理的・生物的・耕種的手法による防除技術を活用し、化●

学農薬散布回数を半減する病害虫管理技術を開発します。

科学技術振興課)③ 農産加工所における洗浄・殺菌技術の高度化 (

農産加工所における衛生管理技術の高度化を図るため、加工品目や工程に応じ●

た洗浄・殺菌法をマニュアル化します。

科学技術振興課)④ 安全・安心な豚肉生産技術の確立 (

健康でおいしい豚肉を生産するため、抗生物質に頼らない肥育豚飼養管理方式●

の実用化を図るとともに、放牧養豚技術を確立します。

農産園芸課)⑤ 農薬残留検査技術の開発 (

本県農産物の安全性を確保するため、迅速かつ簡易な農薬残留検査技術を開発●

します。

科学技術振興課 水産振興課)２ 養殖水産物の安全・安心対策 ( 、

① ＩＣタグ利用の養殖魚等履歴表示システムの開発

、 、●ＩＣタグを利用した表示方式・内容 ＩＣタグの大量装着方法等の検討を行い

養殖水産物等の生産・流通履歴表示システムを開発します。

② 養殖魚の生体防御能強化の開発

生薬を添加した餌料の投与試験を行い、生体防御能強化に関する技術開発を行●

います。

③ ノロウイルス(ＳＲＳＶ)の挙動調査

カキ養殖場周辺における河川水、海水、プランクトン並びにカキ等二枚貝とそ●

の加工食品中のノロウイルスの挙動を調査することにより、感染成立条件や感

染ウイルス量を解明し、食中毒や感染症の防止対策を図ります。
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３ 食肉の安全・安心対策

(生活衛生課)① 食肉の安全・安心確保

より安全で良質な長崎県産食肉の提供のため、食肉衛生検査データを分析し、●

疾病予防・家畜衛生対策の実施に必要なデータとして加工し、生産農家、家畜

保健衛生所等へ情報提供します。

長崎県産食肉の安全性を確保するため、農家が必要とする情報(原因菌究明・薬●

剤感受性)について、精密検査等により疾病原因を究明します。また、データ活

用後の効果の検証をモデル専業農家を選定しておこないます。

表－９ 食肉の安全・安心確保(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

前年５％ＵＰ 前年５％ＵＰ 前年５％ＵＰデータ提供(件数) － － １０５

食肉衛生検査所情報 一部開設済 １２ １２ １２ １２ １２
誌(発行回数／ 年)

モデル事業農家数 － － １５農場 １５農場 １５農場 １５農場

(継続) (継続) (継続)

４ 農薬の残留検査法開発

(科学技術振興課)① 農薬の残留検査法の開発

食品衛生法の改正により農薬の残留基準が設定されていないものについて、基●

準設定が必要となっています。このため国立医薬品食品衛生研究所及び他県の

県立試験研究機関等と共同して検査法の検討・開発を行います。

ＧＣ－ＭＳによる残留農薬の検査風景
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Ⅵ 支援・連携

農産園芸課)① エコファーマーの認定 (

エコファーマーの認定を推進します｡●

(Ⅳ 県産食品の安全確保１０ページに再掲)

(農産園芸課)② 長崎県特別栽培農産物認証制度の充実

長崎県特別栽培農産物認証制度の充実と認証件数の増加を図ります。●

(Ⅳ 県産食品の安全確保１０ページに再掲)

(農産園芸課)③ 実証展示圃を設置

持続性の高い農業生産方式を普及するための実証展示圃を設置し、重点的な指●

導を行います。

(農政課、水産振興課、体育保健課)④ 学校給食における地場産物利用の推進

学校給食における地場農水産物利用を推進するためのシステムづくりを支援し●

ます。

地場産物を利用した「食に関する指導」の推進●

学校給食に地場産物を活用することにより、新鮮で安全な食材を確保するとと●

もに児童生徒の郷土理解を深める機会とするため 「学校給食における地場産品、

使用推進週間」を設定し、県下一斉に取り組みます。

(体育保健課)⑤ 学校給食従事者の講習会

学校給食衛生管理の基準 を周知徹底するため 調理従事者 管理者(校長等)●「 」 、 、

を対象とした衛生管理講習会を実施します。

(体育保健課)⑥ 学校給食で使用する食材の検査

学校給食で使用される食材の検査を実施するよう指導します。●

(健康政策課)⑦ 食育による健康づくりの普及啓発

県民一人ひとりが健康づくりに望ましい食生活を実践できるよう各ライフステ●

ージごとの食教育の強化を図り、食生活の自己管理を支援し、生活習慣の改善

を推進します。
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表－１０ 支援・連携(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

実証展示圃の設置数 ８ ４ ４ ４ ４ ４

地場農産物利用システム確立地区数 ６ ３ ４ ３ ３ ３

食教育講習会 (対象：小学生) １,３６８ １,５００ － － － －

健康教育推進研修会Ⅰ参加者 １１２ １６３ １２０ １２０ １２０ １２０学

（食に関する指導・衛生管理）(人)校

給

県立学校栄養士調理員等研修会参加者(人) ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５食

従

新規採用学校栄養職員研修対象者(人) ４ ４ 未定 未定 未定 未定事

者

各地区研修会参加者(人) １１５ １８６ １００ １００ １００ １００講

習

長崎県学校給食研究協議大会参加者(人) ４２１ ３８０ ４００ ４００ ４００ ４００会

食材検査結果の報告対象 30市町村 29市町村 31市町村 31市町村 31市町村 31市町村
※

(市町村・県立学校数) 県立４校 県立８校 県立４校 県立４校 県立４校 県立４校
※

地場産品使用推進週間の実施(市町村数) ７５ ７５ ７５ ７５ ７５ ７５
※

17年度以降市町村合併による変動の可能性あり
※

親子を対象とした食教育講習会
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Ⅶ 人材育成と衛生管理技術の向上

農産園芸課)① 残留農薬検査技術者の育成 (

関係機関職員を対象に残留農薬検査技術の研修及び指導を行い、技術者を育成●

します。

生活衛生課)② ＨＡＣＣＰ(ハサップ)手法指導者の育成 (

製造加工施設においてＨＡＣＣＰ手法の専門的な指導ができる人材を育成しま●

す。

表－１１ 人材育成 (目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

２ ２ ２ ２残留農薬検査技術者数(人) ２－

７ ７ ７ ７ ７ ７ＨＡＣＣＰ指導者数(人)
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Ⅷ 情報の収集・提供

１ ホームページによる情報の提供

(農業経営課)① 農林畜産物の情報提供

「ながさき農林業総合情報システム」を通じて、直売所、朝市、特産品、グリ●

ーン・ツーリズム等の情報や農業施策等の行政情報など、本県農林業に関する

最新の情報を提供します。

(水産振興課)② 水産物の情報提供

「 水産・ながさき」の水産情報システムの充実を図り、水産加工品や鮮魚情報● e-

を提供し、産地と消費者の情報交換の場を創出します。

(生活衛生課)③ 食品衛生の情報提供

。●食品衛生全般に関する情報や長崎県産食肉の安全性に関する情報を発信します

(食品安全推進室)④ 食品の安全・安心に関する情報提供

食品の安全・安心に関する情報や食品ウォッチャーの情報等を提供します。●

表－１２ ホームページによる情報の提供(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

農業経営課 万件/年) 開設済 ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ホ (

｜

水産振興課 万件/年) 開設済 設定値なし ５ ５ ５ ５ム (

ア ペ

生活衛生課 万件/年) １．５ １．５ １．５ １．５ク ｜ (

セ ジ

食品安全推進室 ０．５ １ １ １ １ス

万件/年)数 (
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(食品安全推進室)２ 長崎県食品安全・安心委員会開催

平成１５年４月に設置した「長崎県食品安全・安心委員会」において、生産か●

ら消費までの各段階の食品に関する情報や意見を交換して、食品の安全確保を

図るとともに相互の理解を図ります。

表－１３ 長崎県食品安全・安心委員会(目標年度・目標値)

１４年度実績 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

食品安全・安心委員会開催数(回) － ３ ３ ３ ３ ３

長崎県食品安全・安心委員会
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